
（ 水噴霧消火設備等に関する 基準）  

第 4 0 条 次の表の左欄に掲げる 防火対象物又はその部分には、 水噴霧消火設備、 泡消火設備、 不

活性ガス 消火設備、 ハロ ゲン 化物消火設備又は粉末消火設備のう ち、 それぞれ当該右欄に掲げる

も ののいずれかを 設けなければなら ない。（ あ ）（ う ）（ え）（ け）（ の）  

 

防火対象物又はその部分 消火設備 

令別表第１ ⒀項イ に掲げる 防火対象物又はその部分のう ち、

次の各号に掲げる も の 

⑴ 延べ面積が 7 0 0 平方メ ート ル以上の防火対象物（ 駐車

する すべて の車両が同時に屋外に出る こ と ができ る 構造

のも のを 除く 。）  

⑵ 吹抜け部分を 共有する 防火対象物の２ 以上の階で、駐車

の用に供する 部分の床面積の合計が 2 0 0 平方メ ート ル以

上のも の 

⑶ 防火対象物の屋上の部分で、駐車の用に供する 部分の面

積が 2 0 0 平方メ ート ル以上のも の 

水噴霧消火設備、泡消火設備、

不活性ガス 消火設備、 ハロ ゲ

ン 化物消火設備又は粉末消火

設備 

令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物に存する 場所のう ち、次

の各号に掲げる も の 

⑴ 油入機器を 使用する 特別高圧変電設備又は無人変電設

備のある 場所 

⑵ 油入機器を 使用する 全出力 1 ,0 0 0 キロ ワ ッ ト 以上の高

圧又は低圧の変電設備のある 場所 

⑶ 全出力 1 ,0 0 0 キロ ワ ッ ト 以上の発電設備のある 場所 

不活性ガス 消火設備、 ハロ ゲ

ン 化物消火設備又は粉末消火

設備 

令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物で、冷凍室又は冷蔵室の

部分で、 床面積の合計が 5 0 0 平方メ ート ル以上のも のの冷

凍室又は冷蔵室の用途に供する 部分 

不活性ガス 消火設備又はハロ

ゲン 化物消火設備 

 

２  前項の規定によ り 無人変電設備のある 場所に設ける 不活性ガス 消火設備、ハロ ゲン 化物消火設

備及び粉末消火設備は、移動式以外のも のと し 、かつ、自動式起動装置を 設けなければなら ない。

（ う ）（ え）（ の）  

３  前項に規定する も ののほか、 第１ 項の規定によ り 設ける 水噴霧消火設備、 泡消火設備、 不活性

ガス 消火設備、 ハロ ゲン 化物消火設備又は粉末消火設備は、 令第 1 4 条から 第 1 8 条ま での規定

の例によ り 設置し 、 及び維持し なければなら ない。（ う ）（ え）（ の）  

 



【 解説】  

 本条は、 令第 1 3 条に規定する 防火対象物以外の防火対象物に対し てその用途、 規模に応じ て水噴 

霧消火設備等の設置基準等を 規定し たも のである 。  

 

１  第１ 項表上欄について 

 ⑴ 適用対象は、令別表第１ ⒀項イ に掲げる 防火対象物であり 、その他の用途の防火対象物の駐車

場への適用はない。  

 ⑵ 「 延べ面積」 については、「 駐車の用に供する 部分」 と いう 限定はないので、 ⒀項イ 部分全体

の延べ面積が設置の基準と なる 。  

 ⑶ 「 駐車する すべての車両が同時に屋外に出る こ と ができ る 構造のも の」 と は、 車両が一列又は

二列に並列し て駐車する 車庫で、かつ前面空地又は道路が十分な幅員を 有し 、いずれの車両も 他

の車両に関係なく 同時に屋外に完全に出ら れる 場合を いい、 図 4 0 －１ のよ う なも のを いう 。  

 

図 4 0 －１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 第２ 号の適用を 受ける も のは、 主と し て、 昇降機によ っ て車両を 各階ま で昇降さ せ、 駐車位置

ま で自走又は機械装置によ っ て車両を 移動さ せる も のを いう 。  

   ま た、 自走式の駐車場でも ２ 以上の階にわたる 昇降路等の吹抜け部分があっ て、 かつ、 駐車場

の用に供する 部分の床面積の合計が 2 0 0 平方メ ート ル以上と なれば適用と なる 。  

   適用範囲は「 ２ 以上の階の部分」 である 。  

 

２  第１ 項表中欄について 

 ⑴ 「 油入機器」 と は、 主遮断機、 変圧器、 コ ン デン サー、 リ アク ト ル、 電圧調整器等主要な機器

の全部又は一部に電気絶縁油を 使用し たも のを いう 。乾式のも の（ 冷却又は絶縁のための油類を

使用せず、 かつ、 水素ガス 等可燃性ガス を 発生する おそれのないも の） は含ま れない。  

 ⑵ 「 無人変電設備」 と は、 同一敷地内に関係者が常時駐在し ていないも のを いう が、 次の場合は

適用し ない。  

  ア 夜間、 休日等で断続的に無人状態と なる も の 

  イ  付近の別敷地等に関係者が常駐し ている も の又は常時監視さ れ、火災発生の場合、速やかに

通報、 連絡、 初期消火態勢がと ら れている も の 

道路又は空地 道路又は空地 



  ウ  全出力が 1 0 0 キロ ワ ッ ト 未満のも の 

  エ 柱上及び道路上に設ける 電気事業者用のも の 

  オ 屋外変電設備 

 

３  第１ 項表下欄について 

  こ の規定の適用を 受ける 冷凍室又は冷蔵室（ 以下「 冷凍室等」 と いう 。） の不活性ガス 消火設備 

又はハロ ゲン 化物消火設備は、 次のいずれかに該当する 場合、 第 4 6 条の特例を 適用し て、 その設

置を 免除する こ と ができ る 。  

 ⑴ 壁及び天井等の断熱材料は、 不燃材料（ グラ ス ウ ール等） を 使用し 、 かつ、 断熱材料を 固定す

る 材料（ 押え材） は、 準不燃材料又は柱（ 木製の場合は 4 .5 セン チメ ート ル角以上のも のを 使

用し 、柱と 柱の間隔はそれぞれ 6 0 セン チメ ート ル以上と し たも のに限る 。） を 使用する こ と（ 図

4 0 －２ 参照）。  

   なお、 荷摺木を 設置する 場合は厚さ ２ セン チメ ート ル以上、 幅 1 0 セン チメ ート ル以上の材料

を 使用し 、 荷摺木の使用面積の合計は、 荷摺木を 設置し た壁の面積の合計の 3 0 パーセン ト 以内

と する こ と 。  

 ⑵ 壁及び天井等の断熱材料を モルタ ル（ 厚さ ２ セン チメ ート ル以上） 又はこ れと 同等以上の防火

性能を 有する も の（ 平成 1 2 年５ 月 2 4 日建設省告示第 1 3 5 9 号（ 一部改正_ 令和３ 年６ 月７ 日_

国土交通省告示第 5 1 3 号） 第１ 、 １ 、 ホに規定する も ので覆い、 かつ、 断熱材料に着火のおそ

れのない構造と する こ と 。  

 ⑶ 壁及び天井等の断熱材料と し て自消性の材料（ J IS  A9 5 1 1 に適合する ポリ ス チレ ン フ ォ ーム

保温材又はこ れと 同等以上のも の） を 使用し 、 かつ、 その表面を 準不燃材料（ 不燃材料にあっ て

は、 ガラ ス 及びアルミ を 除く 。） で覆う こ と （ 図 4 0 －３ 参照）。  

 ⑷ 床面積 1 0 0 平方メ ート ル以下ご と に耐火構造の床若し く は壁又は特定防火設備である 防火戸

で区画する こ と 。  



 

図 4 0 －２  冷凍室等断熱処理施工例 図 4 0 －３  冷凍室等断熱処理施工例 

（ 荷摺木を 設置する 場合）  （ 荷摺木を 設置し ない場合）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  第２ 項の規定は、無人変電設備のある 場所に設ける 消火設備の方式について規定し たも ので、そ

の特殊性から 、人が操作する 移動式の設備は認めず、固定式の設備と する よ う に定めたも のであ る 。 

  こ の場合、 自動式起動装置には、 保守等の点検のために立ち入る 場合の人命危険を 避ける ため、

自動・ 手動切替装置を 設ける こ と 。  

 

５  第３ 項の規定は、 本条によ り 設ける 水噴霧消火設備、 泡消火設備、 不活性ガス 消火設備、 ハロ ゲ

ン 化物消火設備又は粉末消火設備の設置及び維持についての技術上の基準を 定めたも のであり 、令

第 1 4 条から 第 1 8 条のそれぞれに規定する 例によ り 設置し 、 及び維持し なければなら ないと し て

いる 。  

防湿層( ｱｽﾌｧﾙﾄﾙー ﾌｨﾝｸﾞ )  

断熱材 
( ｸﾞ ﾗｽｳ ﾙー)  

断熱材押え 
( 石膏ﾎ゙ ﾄーﾞ )  

押え 柱 
( 4 .5 ㎝以上)  

荷摺木 
( 厚さ 2 ㎝以上 
 幅 1 0 ㎝以上）
 

防湿層( ｱｽﾌｧﾙﾄﾙー ﾌｨﾝｸﾞ )  

断熱材 
 

断熱材押え 
( ｱｲﾃ゙ ｯｷ鉄板)  

ﾎﾞ ﾙﾄ止め 

防湿剤 

（ ｽﾀｲﾎー ﾑ）  


